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公益社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会
公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会

　このたび全宅連は平成24年3月７日付にて、全宅保証は平成24年3月16日付に
て内閣府公益認定等委員会（池田守男委員長）より、野田佳彦内閣総理大臣あ
ての公益社団法人認定の答申を得ることができました。これも会員のみなさま方な
らびに関係各位のご理解、ご協力の賜物であり感謝申し上げます。
　さて平成20年6月に、今般の公益法人制度改革への対応を図るべく組織整備
特別委員会（和氣猛仁委員長）を設置し、鋭意検討を重ねてきました。
　平成21年2月に同委員会より公益法人改革に対する対応について（答申）が提
出されました。同答申においては、「全宅連、宅建協会、全宅保証とも宅建業法に規
定され、設立当初より公益法人として公益的活動と宅建業の適正な運営、業界の
健全な発達及び消費者保護を図る活動を行ってきたことから、今後、消費者からの
期待に応えていくためにも公益社団法人を目指すことが最良である」との結論に達
しましたことから、公益社団を目指すべく、事業、組織、財務の整備を行いました。
　それらの諸準備を踏まえ、昨年6月の通常総会において、定款変更案の承認を
得て、8月に内閣府公益認定等委員会に公益社団法人の認定申請を行っており
ました。
　公益認定申請より6ヵ月余りに及ぶ長い審査期間でしたが、全宅連では3つの公
益事業（①不動産に関する調査研究・情報提供活動、②不動産取引等啓発事業、
③不動産に係る人材育成事業）が、全宅保証では4つの公益事業（①苦情相談・
解決事業、②研修・情報提供事業、③保証事業、④宅地建物取引健全育成事業）
がすべて公益事業として認められましたことは誠にご同慶の至りであります。
　また、全宅連傘下の都道府県宅建協会においても、先の答申を踏まえて、愛知
をはじめとして、東京、埼玉、香川、北海道、福岡、福島、愛媛、青森、滋賀、高知、鹿
児島、三重、和歌山の14宅建協会が公益認定の答申を得るとともに、兵庫、熊本
の2宅建協会が一般認可の答申を得て、いずれも4月1日付で新しい社団法人とし
てスタートいたします。
　全宅連・全宅保証は、4月1日付で新たにスタートする公益社団法人として、不動
産取引の活性化に資する事業を行うとともに、宅地建物取引に係る者の資質の向
上及び消費者の保護を図る事業を積極的に展開して参りたいと考えております。今
後とも、本会に対する関係各位のご協力をお願いし、ご挨拶とさせていただきます。
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公益社団法人発足にあたってのご挨拶

トレンド・ウォッチ
スマートハウスとスマートシティ その2

連載vol.21 不動産の経済学

連載vol.7 データで読む居住志向

連載vol.11 わかりやすいリフォーム基礎知識

連載vol.18 不動産広告の注意点

連載vol.16 住宅ローンアドバイス

新連載vol.1 知恵の小箱

連載vol.14 明日への提言

連載vol.48 知っていれば役立つ税務相談119 番

新連載vol.1 ネットマーケティング講座

連載vol.13 基本を確実に！宅地建物取引講座

連載vol.13 知っておきたい！建築基礎知識

連載vol.19 トラブル未然防止のために 裁判例を分析

平成24年地価公示／サービス付き高齢者向け住宅事業の参考
契約書を改訂／連載vol.11 マナーあれこれ

●本誌の表紙は、観光圏整備法に基づく同整備計画作成地域で綴っています。編集部では、読者のみ
なさまからのご意見・ご要望等を受付けています。上記広報までご連絡いただくか、FAXをお送りください。
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スマートハウスとスマートシティ その2トレンド・ウォッチ

普及に向けての今後の課題と展望

■スマートシティの構成要素としてのスマートハウス

　「スマートシティ・スマートコミュニティ＊」とは、「スマート
グリッド」を基盤としてエネルギー効率を高めた都市や地域
のことです。家庭・オフィス・商業施設・交通などのインフラ
を含めて、生活のさまざまなシーン全体を総合的に俯瞰し、
地域内（複数の住棟間）また地域間（住宅エリア、オフィス
エリア、エネルギー供給エリアなどのエリア間）で全体とし
てエネルギーの最適利用を実現する社会システムです。
　なお、「スマートグリッド」とは、「電気の製造から使用ま
でを一体的にコントロールするシステム」であり、「IT技術
を活用して電力の流れを需要側と供給側の双方から制御、
最適化することによって、供給が不安定な再生可能エネル
ギー（太陽光発電など）を安定的に受け入れることができる
次世代送電網」と言えます。
　そして、「スマートハウス」は、この「スマートシティ」を構
成する要素の一つであり、「スマートグリッド」システムの中
における身近なエネルギー地産地消の最小単位となります。

■スマートハウスの普及に向けて

　スマートハウスは商品化されたばかりですが、今後は、そ
の普及に向けて、さまざまな課題を解決していかなければ
なりません。
●高額な導入コスト
　スマートハウスは実用化されましたが、家庭用燃料電池
や蓄電池にしても、まだ普及価格には至っていません。住宅
の環境性能を上げることは、エネルギー効率の向上により
光熱費が減り、ライフサイクルコストの削減につながります
が、イニシャルコスト（建築費または住宅購入価格）はどうし
ても高くなります。
　一方で、政府の支援策や低価格化によって、ここ数年で
太陽光発電システムの導入量は大幅に増加しました。この
ように、消費者がその金額増加分を許容できる価格で提供
するための事業者の努力や政府の支援策等の環境整備が、
今後のスマートハウスの普及に向けて重要となってくるで
しょう。
　また現在、eSHIPS＊ではスマートハウスの機能・情報を

価値総合研究所 都市住宅不動産戦略調査室　藍原 由紀子

今号では、スマートシティとは何かについてと、スマートハウスの普及に向けた
今後の課題や展望について紹介します。

＊スマート・コミュニティとは、サステナブル（持続可能）な社会を実現す
るために、電気の有効利用に加え、熱や未利用エネルギーも含めたエ
ネルギーを地域単位で統合的に管理し、交通システム、市民のライフ
スタイルの転換などを複合的に組み合わせた地域社会のことである

（経済産業省「エネルギー基本計画」）とされています。スマート・コミュ
ニティは地域のエネルギーマネジメントを行う意味ではスマートシティ
とほぼ同じですが、より小規模な地域や街単位で実施するものです。
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